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0子ども・子育て新システムの
基本的な考え方

（轍岬
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半
二
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基本的な考え方
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■ すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、子ども・子育てを社会全体で支援
○ すべての子ども・子育て家庭への支援 (子ども手当、一時預かりなど)
○ 幼稚園・保育所の一体化 (こども園 (仮称))

○ 社会全体での費用負担

○ 関係者 (地方公共団体、労使団体、子育て当事者、NPO等子育て支援者等の参画
(子ども・子育て会議 (仮称))

■ 切れ目のないサービス・給付を保障
○ 妊娠～出産～保育～放課後対策まで切れ目なく細やかなサービスを提供

■ 地域の多様な二一ズに応じたサービス
○ 二一ズに応じた多様な保育サービス

■ 基礎自治体 (市町村)中心

■ 政府の推進体制・財源を一元化
○ 制度ごとにバラバラな政府の推進体制、財源を一元化

■ ワーク・ライフ・バランスの実現



基本設計
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■ 子ども子育てを社会全体で支援する一元的な制度の構築～制度口財源口給付の一元化の実現～

0社 会全体 (国・地方・事業主・個人)による費用負担
・ 社会全体 (国・地方・事業主口個人)により必要な費用を負担
口国及び地方の恒久財源の確保を前提とした実施
・ 子ども・子育て勘定(仮称)から、市町村が自由度を持って必要な給付を行うことができるよう、子ども日子育て包括交付金

(仮称)として必要な費用を包括的に交付
・ 市町村は、必要な費用を確保し、地域の実情に応じた給付を実施

O子 ども・子育て会議 (仮称)の設置を検討
・ 地方公共団体、労使代表、子育て当事者、NPO等の子育て支援当事者等が、子育て支援の政策プロセス等に参画・関与
することができる仕組みとして国に子ども・子育て会議(仮称)を設置することを検討
口地方においても関係者が関与できる仕組みを検討

O国 と都道府県の役割 ～実施主体の市町村を重層的に支える仕組み～
【[コ】

・ 新システムの制度設計
・ 市町村への子ども・子育て包括交付金 (仮称)の交付等、制度の円滑な運営のために必要な支援

【都道府県】

「

一

‐

‥

‐

‐

‐

一

・ 広域自治体として、市町村支援事業 (広域調整、情報提供など)を実施
・ 都道府県が主体となって行う事業を実施 (社会的養護など)

一
①
②
③
④
⑤

Ｏ

口
．

市町村の権限と責務
自由度を持つて、地域の実情に応じた給付設計
住民にサービス・給付を提供口確保

必要な子どもにサービス・給付を保障する責務

質の確保されたサービスの提供責務

適切なサービスの確実な利用支援する責務

サービスの費用 ・給付の支払い責務

計画的なサービス提供体制の確保・基盤整備責務

1



子ども・子育て新システムのイメージ
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ex:事業方針審議、

事業評価 など
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

|

・

       |

|

―   ―  ― ―

    ■

都道府県 :

．「
↓
の源財＜

負担金 ・

一般会計 金

子どもE子育て勘定 (仮称)

子ども・子育て包括交付金 (仮称 )

新システム事業計画の実施に必要な費用を交付

市町村 (基礎自治体 )
(市町村負担分とあわせて予算計上) 地方

関係者の関与
の仕組み

子ども・子育て支援の給付辱サービスを包括的・一元的に実施

中央

子ども・子育て会

議 (仮称 )



■子ども手当(現金) ■ 出産・育児に係る休業に伴う給付 (仮称 )

■ 幼保一体給付 (仮称)

すべての子どもに質の高い幼児教育口保育を提供

利用者の選択に基づく給付の保障 多様な事業者の参入によるサービス基盤の整備
一
〇

〇

○

○

サービスの確実な保障=市町村による認定
市町村関与の下、利用者と事業者の間の

公的幼児教育・保育契約 (仮称 )

市町村が適切なサービスの確実な利用を支援

利用者補助方式と公定価格を基本とした現物給付
・―サービスの多様化の観点を踏まえた柔軟な制度設計と多

様なサービスの特性への配慮

ヽ

l

○ 指定事業者の仕組みの導入                lΨ
湯幌季■ビ暴邸 穐 騎      ||
○ イコールフッティング

     雇
費の使途範囲の自由度の確保

 ||

・施設整備費の在り方の見直し、運
○ 撤退規制、情報開示等のルール

O HoffiIofFEf i
ti

\--- --t,

■ 子育て支援 (一時預かり等 )

■ その他の子育て支援

乳児家庭全戸訪間事業、地域子育て支援拠点事業、児

童館 等

新システムの事業として市町村の独自給付

こども園 (仮称 )

給付の一体化……幼保一体給付 (仮称 )

幼稚園口保育所の一体化 (こども園 (仮称))
こども指針 (仮称)の創設

等

【給付の全体像】
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0新システムのW丁における議論の
具体的な内容



基本設計
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市「田『 村 =新システムの実施主体

○ 新システムの実施主体として、住民に対して、地域の実情に応 じ、子ども・子育て支援のサービ
ス・給付を提供・確保

① 子ども・子育て支援が必要な子どもに対し、サービス・給付の水準を保障 (地位を付与)し、必要なサービスが
確実に利用できるよう支援

② 市町村の「新システム事業計画」 (仮称)に基づき、潜在的なニーズも含めたサービス基盤の整備を計画的に
実施

⇒ 【法的な枠組み】
・ 市町村の責務を法律上明記
「

~~~… ……………――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
:

① 必要な子どもにサービス・給付を保障する責務
② 質の確保されたサービスの提供責務
③ 適切なサービスの確実な利用支援する責務
④ サービスの費用・給付の支払い責務
⑤ .計画的なサービス提供体制の確保・基盤整備責務         |

市町村の「新システム事業計画」 (1反称)を法律上明記
: ―   Eコ ー 層 ⌒ ≡rL凸目標値の設定

日常生活圏域の設定

需要量の見込み

見込量の確保のための方策
こども園 (仮称 )、 多様な保育サービス、地域の子育て支援事業等)

:

○

○

○

○

＜

一

l
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国・都道府県 =実施主体たる市町村を重層的に支援

○ 国は、制度の根幹に関する以下の役割を担う
① 新システムの制度設計、「基本指針」の策定
② 市町村への子ども・子育て包括交付金 (仮称)の交付等、制度の円滑な運営のための必要な支援

○ 都道府県は、広域自治体として、「新システム事業支援計画」 (仮称)に基づき、以下の市町村支
援を実施
① 市町村における制度の円滑な運営のための支援
(指定事業者に係るサービス情報の公表、保育者の研修 。人材養成 )

② 都道府県が主体となつて、専門性を発揮する事業
(社会的養護、障害児の発達支援に着目した専門的な支援など、専門機関を有する都道府県が主体となって実施)

=メ瞥膵 1警ζl:キ旨金十」、 者B進ヨF菌嘩ミ(D 「新〕′:スラ・2生事ヨ〕業支El震言十画」 (イ反不年)を:)去徊2_L明言己
・ 上記の国の責務、都道府県の責務を法律上明記

<検討課題>
○ サービス類型ごとに、指定権者・指導監督の主体 (現行 :保育所は中核市まで、幼稚園・言忍定こども園は都道刷動
○ 市町村の「新システム事業計画」 (仮称)、 都道府県の「新システム事業支援計画」 (1反称)、 国の「基本
指針」についての具体的な内容
○ 市町村が行う利用者支援の具体的な内容、保育の必要量の認定、市町村事業の必要量の確保など
→後述    ‐

:
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+tt,+H cffil^o>H#ffi{rr) →「 5大臣合意」 (平成22年 12月 20日 )を踏まえ検討

子 育 て支 援 サ ー ビス (個人への現物給付 (一時預かり))

○ 一時預かりは、親の働き方に関わらず、日常生活を営む上での利用や、社会参加を行うための
利用など、普遍的に子ども・子育て家庭に必要なものであり、すべての子ども・子育て家庭が利
用できるようにする
○ 市町村はニーズを把握し、必要な量を確保するため、計画に基づき、地域の実情を踏まえた
サービス基盤を整備

「

~~~~~“ ~~~― "― ― ― … ………… …… …… … … … … ― ―― ― ――― …… … … … …… … … …… ― ―― “ ― ― ―― ― ― ―― ― ― ― ― “ ― ―― ¬

<検討課題 >
○ 一時預かりを提供する方法
→ 地域の実情や家庭の状況に応じた必要量を、市町村事業によって提供 (事業を法律上明記)する方向で検討
例 :地域子育て支援拠点など実施場所に助成、利用券方式により個人に給付 (杉並区「子育て応援券」)

○ 必要な量の確保
→ 市町村の「新システム事業計画」 (1反称)に基づ<整備目標の設定を法律上明記する方向で検討
○ 給付の対象範囲 (実施場所等)をどのようにするか
→ 市町村事業として、市町村が質を確保 (仮」:市町村が給付の対象となる実施場所を特定)する方向で検討       |
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妊婦健診

○ 妊婦健診については、新システムの対象とする (市町村事業 )
・ 妊婦健診を市町村の「新システム事業計画」 (仮称)に基づ<整備目標の設定を法律上明記

116検 頭憑雪逼となる検査項目や/AN費負担額の地域差をどのように考えるか
L_輛 ___― ― ― ― … … 哺 ― ― 二 … … … … … … ― ― ― … ― ― … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― … … … … … … …

地域の子育て支援事業

○ 地域の子育て支援事業 (乳児家庭全戸訪間事業、養育支援訪間事業、地域子育て支援拠点事業、児
童館など)については、市町村はニーズを把握し、必要な量を確保するため、計画策定と、計画に基
づ<サービス基盤を整備

○ 対象となる事業は、現行の次世代育成支援対策交付金 (ソフ ト交付金)の範囲を念頭
・ 市町村は、地i或の子育て支援事業を実施することを法律上明記
・ 市町村の「新システム事業計画」 (1反称)に基づ<整備目標の設定を法律上明記

|<検討課題>

→
°  盤  灘鼈1 靱

蔵言寸

l

|○ 各事業の基準は国が定めることとするか、各事業における市町村の裁量をどのようにするか
I → 各事業に関し、国がガイドラインを示す万向で検討
L_____― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … 』

市町村独自の給付

○ 市町村の裁量により、給付の上乗せや上記の給付以外の子育て支援サービスを新システムの事業
して独自に給付することができる仕組み
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現金給付・現物給付の一体的な提供

○ 市町村の選択や、市町村による枠組みの下、個人の選択に基づき、現金給付・現物給付を一体的に
提供する仕組みを構築

r― ― ― … … … … … … ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― … … … … … … … … :

① 現金給付と一時預かり等の組合せ
② 個人給付の一部を学校給食費等として学校に支払うことを可能とする仕組み
→平成23年度の子ども手当法案を踏まえて対応
③ 個人給付の一部を利用券の方式により給付を行うことを可能とする仕組み

:

:

l

:

l

:

1

l

1

IWttF2署撃⊇層星は全国一律にすべき
”‥

<検討課題 >
○ 現金給付と現物給付のバランスをどのように確保するか
→ 一時預かり、地i或の子育て支援事業を事業として法律上明記する方向で検討。
上記の事業を市町村の「新システム事業計画」 (仮称)に基づく整備目標の設定を法律上明記する方向で検討。

○ 市町村による利用料徴収の法的位置づけ →法制面から整理
○ 利用券の方式による給付の法的位置づけ →法制面から整理
L______“ __由 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― … … ― ― ― ― ― ― ― ― ― "― ― ― ― ― ― … … … … … … … … … … … … … “ ― ― ― ― ― ― "― ― ― ―



出産・育児に伴う休業中の給付 (仮称)

○ 育児休業中の給付と保育サービスまで切れ目な<保障される仕組み
くWTで の主な意見〉

コれ目のないサービス提供ができる仕組みが必

D範囲、受給額、拠出の在り方など非常に課題

ヨえると、市町村が事務処理をできるかという
、卜がかかる。制度運用の効率、利用者の利便 |

うという認識。今後こういう課題もどこかの段

「

~~~~~~~~~― ――――――一―――――――――――……―――――――一―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
|

<検討課題>
○ 出産手当金 (健康保険)、 育児休業給付 (雇用保険)の適用範囲等に違いがある現状で、両給付を現行
制度から移行して、実施主体等も含めて一本化することが適当かどうか。

ヽ
∞
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幼保一体給付 (仮称)

○ 希望するすべての子どもに質の高い幼児教育・保育を保障する仕組み

○ 多様なニーズに対応する多様な保育サービスの導入

【給付の対象範囲】
① こども園 (仮称)

② 多様な保育サービス
1 小規模保育 (家庭的保育、居宅訪間型保育、こども園 (仮    |∨ 事業所内保育
称)連携型小規模保育、多機能型小規模保育)
|1 短0寺 FB5利用者向け保育

∨ 広域保育
∨1 病児病後児保育

、||1 早朝・夜間 。休日保育

【給付の内容】
① こども園 (仮称)
○ すべての子どもに質の高い幼児教育・保育を保障
03歳 以上児 :幼児教育十保護者の就労状況等に応じた保育
03歳 未満児 :保護者の就労状況に応じた保育

○ 国が全国―律の最低基準 (すシ∃ナルミニマム)を確保 (人員、設備、面積、規模等)

l

|

中核市/市町村)                 |
:

l_________―
― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― … … … … ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― … ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― -1
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幼保一体給付 (仮称)(つづき)

② 多様な保育サービス

○ 多様な保育サービスを設け、それぞれの特性に応じた指定類型・基準を設定

○ 国が一律に最低基準を設定
・ 独立した類型又はこども園 (仮称)等と一体的に提供するものとして位置づけ

・・・・ 1 小規模保育、 ‖ 短時間不」用者向け保育、 |li 早朝・夜間。休日保育、
∨1 病児・病後児保育

・ 独立した類型として位置づけるか検討  ・・・ lv 事業所内保育
・ こども園 (1反称)等において提供可能   00・ ∨ 広1或保育

<検討課題>
○ 国の定める基準の内容と、地方自治体の裁量の範囲の整理
○ サービス類型ごとに、指定権者、指導監督の実施主体 (都道府県/政令市・中核市・市町村)
○ サービス類型ごとに、対象範囲、提供方法の整理 (単独施設で提供/こ ども園 (仮称)で一体的に提供)



い

幼保一体給付 (仮称)(つづき)

【給付の仕組み】～ 利用者の選択に基づ<給付を保障

① 市町村による保育の必要性の認定
・ 保護者の就労状況等をもとに、2段階又は3段階程度の大括りの認定 (利用の柔軟性と市町村事務の簡素イヒ)
※ 3歳以上はすべての子どもに幼児教育を保障

・ 認定の基準は国が定める。

② 市町村関与のもと、利用者と事業者の間の/At的幼児教育・保育契約 (仮称)
・ 利用者がサービスを選択することが基本。市町村は、利用者が利用できるように一定の関与・支援

<新システムでのイメージ>

保育料 こども園

い的幼児教育・保育契約(仮称)|

・質の確保された幼児教
育・保育の提供責務
・利用者支援

′
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幼保一体給付 (仮称)(つづき)

【給付の仕組み】～ 利用者の選択に基づ<給付を保障

③ 市町村が適切なサービスの確実な利用を支援
・ 保育需要が供給を上回る場合、管内の状況を把握し、必要に応じてあっせんする。
・ ひとり親家庭の子ども、虐待事例の子どもなど優先的に利用を確保すべき子どもや、障害のある子どもについ
て、受入可能な施設をあつせんする。
・ 契約による利用を基本としつつも、契約による利用が著しく困難な場合には、市町村による措置による利用の
仕組みを検討する。

④ 利用者補助方式と/AN定価格を基本とした現物給付
・ 法律上は、市町村が一定の費用を利用者 (保護者)個人に対する給付。
・ 費用の確実な支払いのため、市町村が事業者に直接支払う (法定代理受領)
・ 低所得者に配慮の上、保護者に一定の負担を求める。
・ /AN定価格が基本。付加的な幼児教育・保育の対価としての柔軟な価格設定を可能とする。

<検討課題>
○ 認定基準の内容 (国が定める基準、地方自治体の裁量の範囲)
○ /AN的幼児教育・保育契約 (仮称)への市町村関与の具体的な内容
○ 市町村が行う利用者支援の具体的内容 (対象者 (虐待の場合など)、 支援内容)
○ 保護者負担の設定方法、水準
|○ 柔軟な価格設定の方法



0
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幼保一体給付 (仮称)(つづき)

【多様な事業者の参入によるサービス基盤の整備】

① 指定制の導入
○ 多様なサービス類型に応じた指定基準
・ 多様なサービス類型ごとに指定基準を設定し、指定された事業者がサービスを提供
・ 指定基準を満たしていれば、現行の認可外保育施設であつても給付の対象 (財政支援の対象)

※ 事業としては、学校教育法、児童福祉法、こども園法 (仮称)等において認可又は届出により規制を行う。
・ 国が全国一律の最低基準を設定することを基本。

O 指定基準を満た した多様な事業者が、イコールフッティングのもとで参入可能
・ 指定基準を満たした多様な主体が参入できる仕組み
・ 多様な主体の経営努力による柔軟な経営を可能とする仕組みとし、安定的・継続的運営を確保するための一

定のルール化 (運営費の使途範囲についての一定のルール化、施設整備費の減価償去口相当分を運営費への上乗
せ、法人種別に応じた会計処理)

○ 指定制度における市町村の需給調整
0市 町村が策定する新システム事業計画 (仮称)の需要を超えた供給がされている場合の新規指定の制限

<検討課題>
○ 指定権者、指導監督主体 (都道府県、政令市、中核市/市町村)
○ 国が定める基準と、地方自治体の裁量の関係の整理
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幼保一体給付 (仮称)(つづき)

【多様な事業者の参入によるサービス基盤の整備】

② サービスの安定的・継続的な提供と質の確保・向上
○ 指定事業者の撤退規制
(撤退の事前届出、サービスの継続的な提供が可能となるための調整の仕組み)
○ 情報開示のルール化
○ サービスの質の確保、向上を検討

<検討課題>
○ 指定事業者の撤退規制の具体的内容
○ 情報開示の具体的内容
○ サービスの質の確保、向上のための仕組みの検討



u
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幼保一体化

○ こども園 (仮称 )
・ 新たに「こども園 (仮称)市」度」を倉」設する。

・ 「こども園 (1反称)」 は、学校教育法、児童福祉法及び社会福祉法において、各長、 1条学校、児童福祉施設及
び第2種社会福祉事業として位置づける。
・ 「こども園 (仮称)」 は、幼児教育・保育及び家庭における養育の支援を一体的に提供する施設とし、満3歳以
上の子どもの受入れを義務付けることとする。
※ 満 3歳以上児については、標準的な教育時間の学校教育をすべての子どもに保障。また、学校教育の保障に加え、保護者の就労時PoO等に応じて、保育を
必要とする子どもには保育を保障。

※ 満 3歳未満児については、保護者の就労時Fo5等に応じ、保育を保障。

・ なお、満3歳未満児の受入れは義務付けないが、財政措置の一体化等により、満3歳未満児の受入れを含め、こ
ども園 (仮称)への移行を促進する。
※ 例えば、現行制度でいえば、幼稚園型認定こども園の保育所機能部分、保育所型認定こども園の幼稚園機能部分についても基準を満たせば財政措置を受
けられるようにすることや、調理室等への補助希」度を倉」設することなど。

・ 国が全国一律の最低基準 (ナショナルミニマム)を確保 (人員、設備、面積、規模等)

― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― … … … … … … … … … … … … … … … … … … … … ― … … … … … … … … … … 1

<検討課題>
○ 地域の実情に応じた幼児教育・保育の計画的な提供の在り方
○ 地域の実情や保護者の多様なニーズに応じた多様な施設の在り方
○ 認可、指導監督の主体 (都道府県/政令市・中核市/市町村)
○ 国の基準と、地方の裁量の範囲の整理



l 寸(仮称)

○ 放課後児童クラプの利用が必要な児童に対するサービス保障を強化

○ 市町村はニーズを把握し、必要なサービス量を確保
(新システム事業計画 (仮称)に基づ<基盤整備)

○ 市町村が地域の実情に応じてサービスを提供できるよう、市町村事業として実施

○ 現行と同様に4年生以上も対象とし、4年生以上のニーズも踏まえた基盤整備
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市町村独自給付 (仮称)

○ 市町村の裁量で、上乗せ給付が可能

0
0
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社会的費護・障害児に対する支援

○ 社会的養護や障害児に対する支援は、専門性が高い都道府県が行う事業と、市町村が行う
一般施策との連携が必要
→専門性が高い事業については、新システムとは別の施策として維持する万向。ただし、社会的養護、障害児に対する支

援策についても、都道府県又は市町村の新システム事業計画・支援計画 (仮称)の記載事項とすることにより、一般施策との連携を
確保する。

○ 現行の社会的養護等の児童相談所を中心とした体制、措置制度等は維持する方向で検討
※障害児に対する支援については、障害者制度全般についての改革推進に係る議論の状況等を踏まえて検討することが必要。
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費用負担

○

↓

社会全体 (国・地方・事業主・個人)により、必要な費用を負担
具体的な負担のあり方は、給付設計等を踏まえつつ、今後議論
※子ども手当の国と地方の協議の場の議論、税と社会保障の一体改革の議論の動向にも留意。

<検討課題>
○ 給付全体の費用負担をどのように設定するか

子ども・子育て包括交付金

○

○
　
○

子ども・子育て包括交付金 (仮称):新システム事業計画に必要な費用を包括的に交付するものとして1立置づけ
市町村での会計 :国からの交付金が子ども。子育てのために使われたことが確認できる仕組みが必要

(一般会計も選択肢)
国における会計 (子ども・子育て勘定 (仮称)):費 用負担の検討に応じ、区分経理の必要性を検討

中央

子ども・子育て会 _____事 業方針審議、事業評価

子ども曰子育て勘定 (仮称)

<財源の
¬F化
>

子ども・子育て包括交付金 (仮称)
新システム事業計画の実施に必要な費用を交付

― ― ― -1

:

事業方針審議、

予繭 鬱竃て竃懸纂輸難・!L滅纂磯爆蟷鱗彎雫贔罐誦磯穣 

価

都道府県
一般会計

(市町村負担分とあわせて予纂財4)
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子育て包括交付金について、
子育て包括交付金が「子ども

個人給付等の貝オ源保障と市町村の裁量とのバランス
・子育て支援」のために使われることを担保する仕組み

<検討課題>
○ 子ども 0

0 子ども・

．‐

】

コ

一

一

｝

Ｐ

‐

‐

』

～参考 :包括交付金 (仮称)のイメージ～

くA事業〉
国 目 紡
くB事業〉 〈C事業〉 〈D事業〉 〈E事業〉

地

方

(子ども

国

地

方

て新 システム

:口理夏:Illll葺1:llII喜] :ヨ

く子ども・子育て支援事業〉
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その他

子 ど も ・ 子 育 て 会 議 =関係当事者が主体的に子ども・子育て支援施策にかかわる、新たな行政運営の仕組み

○ 地方 /AN共団体、労使団体を含む負担者、子育て当事者、NPO等 の子育て支援当事者等が、子育て
支援施策のプロセス等に参画・関与できる仕組みとして、国に子ども・子育て会議 (仮称)を設置

<考えられる機能>
・国の基本指針 (地方自治体の計画策定の指針等)その他の重要方針の審議
0新システムの対象となる施策のあり方についての審議
・各年度の事業方針の審議、費用の使途実績、事業の効果等の点検・評価  など

○ 子ども・子育て会議 (仮称)を地方自治体にも設置する方向で検討

11郷 琴墨壼自)台体の子ども
。子育て会議 (仮称)について、担うべき機能・法的位置づけをどのようにするか。

システムの
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次世代育成支援の構築に向けた検討経緯

子 ども・子 育 てビジョン (平成22年 1月 29日 閣議決定 )

政権与党の政策

【民主党マニフェスト2009(抄 )】
○「社会全体で子育てする国」「安心して子育てと教育ができる政策」
。安心して子どもを生み、次代を担う子ども一人一人の育ちを社会全体で応援する
→ 子ども手当1人当たり年31万2000円 (月 額2万6000円 )を中学校卒業まで支給
。縦害Jりになっている子どもに関する施策の一本化し、質の高い保育環境を整備
→ 空き教室などの活用による保育所の増設、保育ママの増員等の待機児童解消
→ 子ども家庭省 (仮称)の設置の検討

社会保障審議会少子化対策特別部会

○平成20年 3月 より、次世代育成支援のための
新たな制度設計に向けた検討を開始
○平成21年 2月 24日 に第 1次報告のとりまとめ
○平成21年 12月 25日 に議論の整理

明日の安心と成長のための緊急経済対

○幼保一体化を含めた保育分野の制度口規制改革

幼保一体化を含め、新たな次世代育成支援のための包括

的・ ―元的な制度の構築を進める。
このため、主担当となる閣僚を定め、関係閣僚の参加も得
て、新たな制度について平成 22年前半を目途に基本的な
方向を固め、平成 23年通常国会までに所要法案を提出す
る。
(ア )利用者本位の保育制度に向けた抜本的な改革
(イ )イ コールフッティングによる株式会社・NPOの参入促進
(ウ )幼保一体化の推進

戦略 (

○ 幼保一体化の推進、利用者本位の保
育制度に向けた抜本的な改革、

各種制度口規制の見直しによる多様な事
業主体の参入促進等による待機児童解
,肖

(平成22年 6月 18日 閣議決定 )

2年度予算におけ
子ども手当等の取扱いについて

○次世代育成支援のための検討の場にお
ける幼保一体化等を含む新たな次世代
育成支援の検討を進めることとあわせて、
地域主権を進める観点から、サービス給
付等に係る国と地方の役割分担を検討

○ 保育サービス、放課後児童クラブなど今後の子育て支援策の総合的な推進のために
策定。あわせて今後5年間の数値目標の策定

子ども・子育て新システム検討会議 (平成22年 1月 29日少子化社会対策会議決定)

○第 1回  4月 27日  「子ども子育て新システムの基本的方向」をとりまとめ
○第 2回  6月 25日  「子ども子育て新システムの基本制度案要綱」をとりまとめ (6月 29日少子化社会対策会議決定)



「幼保一体化について(案 )」の概要①
(平成23年 1月 24日開催第6回幼保一体化ワーキングチーム資料)

平成23年 1月 24日

第6回幼保一体化WT 資料1 抜粋

0
ω

(幼保一体化の目的)

(1)質の高い幼児教育・保育の一体的提供
世界に誇る幼児教育・保育を全ての子に

(2)保育の量的拡大
男女がともにあらゆる場面で活躍できる社会を目指し、女性の就労率向上や多様な保育の
二一ズに対応する保育の量的拡大を図るために

(3)家庭における養育支援の充実
支援を必要とする全ての親子が全ての地域であらゆる施設において支援を受けられるように



「幼保一体化について(案 )」の概要② 重脂轟繁尾Ⅲ資1抜 粋

・ 地域における幼児教育・保育の計画的整備 ～子ども・子育て新システムの創設～

市町村は、地域における幼児教育・保育の需要をはじめ。子ども・子育てに係る需要の見込み及び見込
量の確保のための方策等を内容とする市町村新システム事業計画(仮称)を策定する。

・ 多様な保育事業の量的拡大 ～指定制度の導入～

客観的基準を満たした施設及び多様な保育事業への財政措置を行うことにより、多様な事業者の保育
事業への参入を促進し、量的拡大を図る。

・ 給付の一体化及び強化 ～幼保一体給付 (仮称)の創設等～

幼児教育・保育に係る給付を一体化した幼保一体給付(仮称)を創設することにより、幼児教育・保育に
関する財政措置に関する二重行政の解消及び公平性の確保を図る。

・ 施設の一体化 ～こども園 (仮称)の創設～

幼児教育・保育及び家庭における養育支援を一体的に提供するこども園(仮称)を創設する。

・ 国においては、幼保一体化を含む子ども・子育て支援に関する基本方針を策定するとともに、給付の一

体化及び強化等によりこども園 (仮称)への移行を政策的に誘導する。

・ 都道府県については、広域自治体として、市町村の業務に関する広域調整等を行う。

・ 市町村においては、国による制度改正及び基本方針を踏まえ、市町村新システム事業計画 (仮称)に基
づき、地域における並 3趣
満3歳未満の共働き家庭の子どもの状況など、地域の実情等に応じて、必要なこども園(仮称)、 幼稚園、
保育所等を計画的に整備する。
※具体的な施策については、今後、地方自治体、関係者等と十分に協議を行う。
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市町村新システム事業計画 (仮称)

指定=幼保一体給付 (仮称)の対象

こども園 (仮称 )

子ども・子育てに関する需要

幼児教育の需要 保育の需要

例 満3歳以上の子どもを持つ共働き家庭 等
例 満3歳未満の
どもを持つ 共働

例 満3歳以上の
子どもを持つ 片

把握

※ 満3歳以上児の幼児教育二一ズのみに対応
※ 満3歳未満児の保育ニーズのみに対応



指定制度の導入

O新 システムにおいて、指定制を導入し、客観的基準を満たした施設については、認可の有無に関わらず、同
じ財政措置 (幼保一体給付 (仮称))の対象とする。

○ また、小規模保育サービス等多様な保育サービスについても、幼保一体給付 (仮称)の対象とする。

Oな お、学校法人や社会福祉法人が設置口運営する認可施設については、法人に対する経営の関与及び撤退
の制限を通じて、地域における幼児教育・保育の安定的な提供が担保されていること等に着目して、税制上
の優遇措置を講ずる。

※上記のほか、現在、幼稚園及び保育所に講じられている事業に着目した税制上の優遇措置については、こども園 (仮称)についても講ずる。

0
O

【現行制度】

事業の開始

財政措置

【新たな

事業の開始

私学助成又は保育所運営費等の対象

制度】

X

こども施設(仮称)の指定

指定 =幼保一体給付 (仮称)の対象
i多様な保育サー
lビス事業の指定財政措置



幼保一体給付 (仮称)の創設

財
政
措
置

Ｏ
劇

○ 幼保一体給付 (仮称)については、次のような給付構成を基本とする。

a.3歳以上児に対する標準的な教育時間及び保護者の就労時間等に応じた保育に対応する幼児教育・保育
給付 (仮称 )

b.3歳未満児の保護者の就労時間等に対応する保育給付 (仮称 )

<新たな制度>
幼稚園

認定こども園の

幼稚園機能音F分

3歳以上 3歳未満

育補助 ) 保育の必要量

保育の必要

長時間

量]
Ｆ
Ｉ 施設によって異なる

|

主として保護

者の就労に
じた時間

―
|

保育の必要量

(「欠ける」程度 )

8H↑

保育所

※ 私立の場合

認定こども園の

保育所機能部分 |二控警蜃≡モ1言利用者が一部負担
~|

L型     電ぜ
=聟
聾 」

Ｈ４

財
政
措
置

利
用
者

負
担

保育所運営費 1安心こども基金

保育給付 (仮称)

匿  ‐珈 憂 l



新たな制度における契約方式 平成23年 1月 24日

○ 幼保一体給付 (仮称)については、保護者に対する個人給付を基礎とし、確実に幼児教育口保育に要する費用に充てるため、法定代理
受領の仕組みとする。
○ 例外のない保育の保障の観点から、市町村が客観的基準に基づき、保育の必要性を認定する仕組みとする。

○ 契約については、保育の必要性の認定を受けた子どもと受けない子どものいずれについても、市町村の関与※の下、保護者が自ら施
設を選択し、保護者が施設と契約する公的幼児教育口保育契約 (仮称)とする。
※例えば、以下の関与が考えられる。a)保育需要が供給を上回る場合、管内の状況を把握し、必要に応じてあっせんする。b)ひとり親家庭の子ども、虐待事例の子ども、障害の
ある子どもなど、優先的に利用を確保すべき子どもについて、受入可能な施設をあつせんする。c)契約による利用が著しく困難な場合には、市町村による措置による利用の仕
組みを検討する 等

○ 公的幼児教育口保育契約 (仮称)については、「正当な理由」がある場合を除き、施設に応諾義務を課す。ただし、入園希望者が定員を
上回る場合に限り、選考基準の公開等を条件に、建学の精神に基づく入園児の選考を認める。
※ 建学の精神に基づく選考とは、例えばクリスチャンの優先など。

○ 入園できなかった子どもについては、必要な幼児教育・保育が保障されるよう、市町村に調整等の責務を課す。

<現行制度>
市町村

.毎

※市町村によっては、幼稚園が利用者に代わつて幼稚園就園奨励費を代理受領し、保育料
の軽減を図る仕組みを取つている。

市町村

<新たな制度>
警
」ど
も
園
（仮
称
こ

保

保育の実施

認可保育所

携
′

・質の高い幼児教育・

保育の提供
・応諾義務 (正当な理饉
のない場合)

こども園
(仮称 )

―

い的幼児教育 ,保育契約 (仮称)  |



新たな制度における価格設定のイメージ

<現行制度>

幼稚園(B)

(支出)

<新たな制度>

幼稚園 (A)

(支出)
保育所

(支出)

課外活動に

かかる経費等

X施設
(収入 )

Y施設
(収入 )

0
CO

※施設が説明責任を果たすこと等を義務付ける。
(上乗せの理由について情報開示すること等 )
※上限設定はしない。

課外活動
にかかる経費等

事 業 費
・冷暖房費、教材費、
食材費

人件費

管理費
・光熱費

施設整備賛
等
・通常の施設
・大型遊具等

上乗せ徴収※

(入学金+保育料等 )

課外活動
にかかる経費等

実費徴収
低所得者に対する補足的な給

付を行う)

実費徴収
低所得者に対する補足的な給
付を行う)

事業費
・冷暖房費、教材費、食
材費

幼児教育・

保育給付
(仮称)

※法律に基づき

利用者が
一部負担
(低所得者には
一定の配慮)

施設の

減価償却費

幼児教育・

保育給付

※法律に基づき

利用者が

一部負担
(低所得者には
一定の配慮 )

施設の

減価償却費

人件費 人件費

施設整備
費等
:奨墨窪費肇

施設整備

費等
・通常の施設
・大型遊具等



こども園 (仮称)の創設

○ 新たに「こども園 (仮称)制度」を創設する。

○「こども園 (仮称)」は、学校教育法、児童福祉法及び社会福祉法において、各々、1条学校、児童福祉施設
及び第2種社会福祉事業として位置づける。

O「こども園(仮称)」は、幼児教育・保育及び家庭における養育の支援を一体的に提供する施設とし、満3歳以
上の子どもの受入れを義務付けることとする。
ア 満3歳以上児については、標準的な教育時間の学校教育をすべての子どもに保障。

また、学校教育の保障に加え、保護者の就労時間等に応じて、保育を必要とする子どもには保育を保障。

イ 満3歳未満児については、保護者の就労時間等に応じ、保育を保障。

○ なお、満3歳未満児の受入れは義務付けないが、財政措置の一体化等※により、満3歳未満児の受入れを
含め、こども園 (仮称)への移行を促進する。
※例えば、現行制度でいえば、幼稚園型認定こども園の保育所機能部分、保育所型認定こども園の幼稚園機能部分についても基準を満たせば
財政措置を受けられるようにすることや、調理室等への補助制度を創設することなど。

現行制度
′′幼稚園の認可

標準時間

満3歳以上

満3歳未満

教育
(学校教育)

保育
(児童橿社)

教 育
(学校教育)

´保育所の認可

満3歳以上

満3歳未満

保育に欠けない 保育に欠ける

保育
く児童福社)

保育
(児童欄社)

長時間
′́ こども園 (仮称)の認可

満3歳以上



こどを園(仮称)の創設          _～二重行政の解消～

○ 現行の幼保連携型認定こども園を運営するためには、幼稚園、保育所、認定こども園に対する

行政庁の認可・認定が必要となっている。

○ こども園制度 (仮称)においては、こども園 (仮称)の認可に一本化される。

こども園 (仮称

こども園 (仮称)



化の進め方 (イメージ)
平成23年 1月 24日

第6回幼保一体化W丁 資料2抜粋

・ 国においては、幼保一体化を含む子ども・子育て支援に関する基本方針を策定するとともに、財政措置
の一体化及び強化によりこども園(仮称)への移行を政策的に誘導する。

・ 市町村においては、国による制度改正及び基本方針を踏まえ、市町村新システム事業計画 (仮称)に基
づき、地域における、満3歳以上の共働き家庭の子どもの状況、満3歳以上の片働き家庭の子どもの状
況、満3歳未満の共働き家庭の子どもの状況など、地量の実情等1こ応じて、必要な二ども園 (仮称)、 幼稚
園、保育所※等を計画的に整備する。
※3歳以上児を対象としない現在のいわゆる乳児保育所のような保育所。

(4Jll)

○

劇
時

口幼児教育や保育のニーズの増大に応じ、こども園

(仮称 )を始め地域の実情等に応じた幼児教育・保育
の提供体制の整備を行う。

○ 人口減少地域

口将来的に、子どもの減少局面を迎えたときには、市
町村の計画に基づき、既存施設のこども園 (仮称 )
への移行を推進する。

辣

「

こiも轟約

こどもま濃称)
(0～ 5歳児対象 )

⑬～5歳児対豹  こをも日r積和
(0～ 5歳児対象 )

縮   
¨

‐‐
・

】罵寵鸞

・ 子どもの減少に応じ、市町村の計画に基づき、既存施設のこども園 (仮称)への移行を推進する。



現金給付十現物給付の年次推移
平成22年 12月 15日

第7回基本制度W丁 資料3抜 粋

○ 子ども日子育てビジョンに基づき現物給付の量的拡大が継続するため、平成29年度まで給付総額は
増加するが、平成30年度以降児童人口の減少を反映して給付総額は減少していく。

<費用区分別> (単位

|

1澪乳)

2辮

:億

当手養夫彗
　
　
　
　
「

判

ω

H26年度
約68兆円

H29年度
糸勺6 8ソ

`Fヨ

H35年度
糸勺6 5ツ

`F月

26,600 ０
０

＞，
６

鋳

４

６

17,000
(251ヽ )

鰈J劇
1′400
12 2ヽ

'

23′ 800
(30") 直椰l  ザ mlliJJ

|∬
。
 1鶴 l

l

60′ 0000        10′ 000 20,000 30′000 40′000

qfT 186響

,6R30
ｎ
〉
４

，
４

２４

６

‘

※ H22年度の子ども手当の額は10月 分であり、児童手当2月 分を含んでいる。
50′000 70,000



<現金・現物別>

平成22年 12月 15日

第7回基本制度W丁 資料3抜 粋

(単位 :億円)

“

給付
|

39′800

―
 ‐1

21′000 (34.5%) 付
H22年度
約6り
`円

H25年度
約67兆円
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約68兆円
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約65兆円
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<財源構成割合別>
平成22年 12月 15日

第7回基本制度W丁 資料3抜 粋

(単位 :億円)

H22年度
約6り
`円

H25年度
糸勺6 7ツ

`Fヨ

H26年度
約68兆円

H29年度
約68兆円

H35年度
約65兆円

24′700

ド
的
28′700
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鋼地方

M事業主

M被保険者

(388%)

25′400

(37 8%) (6 6%)

25′700

(65%)

25′ 100

(6 6%)

※ 地方負担及び事業主負担の金額には特例交付金が含まれている。
H22年度 :  約1340億 (地方)、 約940億 (事業主 )
H25年度以降 :約 1750億 (地方)、 約1130億 (事業主 )
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基本理念の転換
(子どもこ子育てを応援する社会 )

Ч
〇

バランスのこれた
綿合的な子育て支援

待機児童の解消等に
向IfたBH確な数値目標
(5年後の響 )

「企業の取組Jを促進

「地域の子育て力」を重視

「男性の育児参加」を重視

子畿 ・母撫τtty濾≫聴 (平成22年
'日

29日閣議決定)

i:llil][lilillillii:il::lll: I]ゆ ll:                       l〕

○子どもが主人公 (チルドレンロフアースト)
○「少子化対策」から「子ども・子育て支援」ヘ

○生活と仕事と子育ての調和(M字カープを台形型へ)

′′―≪子育て家庭等への支援≫ ―、
口子ども手当の創設
・高校の実質無償化
・児童扶養手当を父子家庭にも支給

′≪保育サービス等の基盤整備≫ ―、
・待機児童の解消に向けた保育や放課後

玲 卜ぶ療
2深鷺 含む新たな次世代育成

1支援のための包括的・一体的な制度・生活保護の母子加算_L′口l⌒はV′―』″H矛       ′    、、ρ構劉二Π唾 検説

○次世代認定マーク(くるみん)の取得促進(652企業⇒2,000企業)
○入札手続き等における対応の検討 (企業努力の反映などインセンティブ付与)

○すべての中学校区に地域子育て支援拠点を整備(7,100か所⇒10,000か所)
○商店街の空き店舗や学校の余裕教室・幼稚園の活用

○男性の育児休業取得を促進

〔現状〕 男性育児休業取得率 :。 23%
○男性の育児参加を促進

〔現状〕卵あ晰鍍警冒間 '日 10分

吟

吟

〔H29〕

〔H29〕

,0%*参封旨標

'日

2時間30分 *参考キ壽

〔現状〕 5人に ,人 (81万人)

3歳未満児の3人に ,人 (35%)

「

満
甥 蜜

〕

3人に 1人 (111万人)

〔H26〕

スの拡充○

　

　

　

　

　

○

0        
〔H26〕



「子 ど も・子 育 て ビ ジ ョン 」 (平成2鮮 ,月 29B閣議決定)

家族 や親 が子 育 てを担 う
≦_個ムエ _過_重豊 _且_担 ≧

●子どもが主人公 (チルドレン・フアースト)●「少子イし対策」から「子ども 。子育て支援」へ●生活と仕事と子育ての調和

‖中
社 会 全 体 で 子 育 て を支 え る
1く 個 人 の丘 豊 堕 菫 』 2子どもと子育てを応援する社会

基本的考え方
:社会全体で子育てを支える
○ 子どもを大切にする

○ ライフサイクル全体を通じて社会的に支える

○ 地l或のネットワークで支える

◎生命(いのち)こ育ちを大切にする

2「希望」がかなえられる
○ 生活、仕事、子育てを総合00に支える

○ 格差や貧困を解消する

○ 持続可能で活力ある経済社会が実現する

◎ 田っている声に応える ◎ 生活 (くらし)をまえる

―ヽ

ベ

劇
Ч

1.子どもの育ちを支え、若者が安心して成長できる社会ヘ

(1)子 どもを社会全体で支えるとともに、教育機会の確保を
・子ども手当の倉」設

・高校の実質無償化、奨学金の充実等、学校の教育環境の整備

(2)意欲を持って就業と自立に向かえるように
・非正規雇用対策の推進、若者の就労支援 (キャリア教育・ジョプ・カード等)

(3)社会生活に必要なことを学ぶ機会を
・学校・家庭・地域の取組、地域ぐるみで子どもの教育に取り組む環境整備

Z.任娠、出産、子育ての希望が実現できる社会ヘ
(4)安心して妊娠・出産できるように
・早期の妊娠届出の勧奨、女鶴 健診の公費負担

・相談支援体制の整備 (妊娠・出産、人工妊娠中絶等)

・不妊治療に関する相談や経済的負担の軽減

(5)誰もが希望する幼児教育と保育サービスを受けられるように
・潜在00な保育ニーズの充足も視野に入れた保育所待機児童の解消 (余裕教室の活用等)

・新たな次世代育成支援のための包括的・―元的な制度の構築に向けた検討

・幼児教育と保育の総合的な提供 (幼保一体化)

・放課後子どもプランの推進、放課後児童クラプの充実

(6)子どもの健康と安全を守り、安心して医療にかかれるように
。小児医療の体制の確保

(了 )ひとり親家庭の子どもが困らないように
・児童扶養手当を父子家庭にも支給、生活保護の母子力0算

(8)特に支援が必要な子どもが健やかに育つように
・障害のある子どもへのライフステージに応じた一員した支援の強化

・児童虐待の防止、家庭的養護の推進 (フ ァミリーホームの拡充等)

3.多様なネットワークで子育て力のある地域社会ヘ

(9)子育て支援の拠点やネットワークの充実が図られるように
・乎L児の全戸訪間等 (こんにちは赤ちゃん事業等)

・地i或子育て支援拠点の設置促進

・フアミリー・サポート・センターの普及促進

・商店街の空き店舗や学校の余裕教室 幼稚園の活用

・NPO法人等の地1或子育て活動の支援

(10)子どもが住まいやまちの中で安全・安心にくらせるように
・良質なファミリー向け賃貸住宅の供給促進

・子育てバリアフリーの推進 (段差の解消、子育て世帯にやさしいトイレの整備等)

・交通安全教育等の推進 (幼児二人同乗用自転車の安全利用の普及等)

4。 男性もな性も仕事こ生活が調和する社会へ(ワーク・ライフ・バランスの実現)

(11)働き方の見直しを
・「仕事と生活の調和 (ワーク・ライフ・バランス)憲章」及び「行動指針Jに基づく取組
の推進

・長時間労働のllp制及び年次有給休暇の取得促進

・テレワークの推進      .
。男性の育児体業の取得促進 (パバ・ママ育休プラス)

(12)仕事と家庭が面立できる謄揚環境の実現を
・育児休業や短時間勤務等の両立支援制度の定着

・一般事業主行動計画 (次世代育成支援対策推進法)の策定 。公表の促進

・次世代認定マーク (<るみん)の周知・取組促進

・入札手続等における対応の検討



主む稼 饉 目標 等

Ч
∞

0見 1犬〕     〔H26目 1票{直〕

ONICU(新生児集中治療管理室)病床数   212床   ⇒ 25～30床
(出生 1万人当たり)

○不 妊専 門相 談 セ ンタ ー           55都 道府県市 ⇒  全 鰤 県 指定都市 中核市

〔現1犬〕     〔H26目標値〕

○平日昼間の保育サービス 団可保育所等)   215万 人  ⇒ 241万人
(3歳未満児の保育サービス利用率)  (75万 人 (24%)) (102万 人 (35%))

○延長等の保育サービス          79万 人  ⇒ 96万人
○病児・病後児保育 (延べ日抑         31万 日  ⇒ 200万日
○認定こども園              358か 所  ⇒ 2000か所以上 (H24)
○放課後児童クラブ            81万 人  ⇒ 111万人

〔現1犬〕     〔H26目標値〕

○里親等委託率              lo4%  ⇒ 16%
○児童養護施設等における小規模グループケア 446か所  ⇒ 800か所

〔IInl犬〕     〔H26目標1直〕

上の雇用者の割合    10%   ⇒ 半減 (H29)*参考指標
○男性の育児体業取得率           123%  ⇒ 10%(H29)*参 考指標
06歳未満の子どもをもつ男性の育児 家事   60劣    ⇒ 2時間30分 (H29)
関 連 8寺 間 (1日当た り                          *参

考指標

〔現1犬〕     〔H26目標値〕

○第 1子出産前後の女性の継続就業率     38%   ⇒ 55%(H29)*参考指標
○次世代認定マーク (く るみん)取得企業数  652企 業  ⇒ 2000企業

○ファミリー・サポート・センター事業

○一時預かり事業 (延べ日数)

○商店街の空き店舗の活用による子育て支援

〔現

'犬

〕     〔H26目標値〕

7100か所 ⇒ 10000か所
(市町村単独分含む)

570市町村 ⇒ 950市 町本す
348万日  ⇒  3952万 日
49か所   ⇒  100か所

―
ヽ

○地域子育て支援拠点事業



平成 22年 12月 14日
閣  議  決   定

社会保障改革の推進について (抄 )

社会保障改革については、以下に掲げる基本方針に沿つて行うものとする。

1.社会保障改革に係る基本方針
○ 少子高齢化が進む中、国民の安心を実現するためには、「社会保障の機能強化」とそれを支える
「財政の健全化」を同時に達成することが不可欠であり、それが国民生活の安定や雇用・消費の拡大

を通 じて、経済成長につながっていく。
○ このための改革の基本的方向については、民主党「税と社会保障の抜本改革調査会中間整理」や、
「社会保障改革に関する有識者検討会報告～安心と活力

への社会保障ビジョン～」において示されて
いる。

○ 政府・与党においては、それらの内容を尊重し、社会保障の安定・強化のための具体的な制度改
革案とその必要財源を明らかにするとともに、必要財源の安定的確保と財政健全化を同時に達成する

上めの税±1改革について一体的に検討を進め、その実現に向けた工程表とあわせ、 23年半ばまでに
成案を得、国民的な合意を得た上でその実現を図る。

また、優先的に取り組むべき子ども子育て対策・若者支援対策として、子ども手当法案、子ど

も・子育て新システム法案 (仮称)及び求職者支援法案 (仮称)の早期提出に向け、検討を急ぐ。
O 上記改革の実現のためには、立場を超えた幅広い議論の上に立った国民の理解と協力が必要であ
り、そのための場として、超党派による常設の会議を設置することも含め、素直に、かつ胸襟を開い

て野党各党に社会保障改革のための協議を提案し、参加を呼び掛ける。

2.社会保障・税に関わる番号制度について (略 )



子ども・子育て新システム検討会議体制図

少子化社会対策会議 行政刷新会議

「子ども・子育て新システム検討会議」

【共同議長】玄葉 光―郎
与謝野 馨
蓮  肪

片山 善博
野田 佳彦
高木 義明
細川 律夫
海江田 万里
藤井 裕久

【構成員】

国家戦略担当大臣
内閣府特命担当大臣 (少子化対策)
内閣府特命担当大臣 (行政刷新)

総務大臣
財務大臣
文部科学大臣

厚生労働大臣
経済産業大臣
内閣官房副長官 (衆・政務)

※全閣僚で構成

∞
〇

【主 査】
【構成員】

末松 義規

逢坂 誠二
吉田  泉
林 久美子
小宮山洋子

田嶋  要
阿久津幸彦

「作業グループ」
内閣府副大臣 (少子化対策 )

総務大臣政務官
財務大臣政務官
文部科学大臣政務官

厚生労働副大臣

経済産業大臣政務官
内閣府大臣政務官 (国家戦略担当)

こども指針 (仮称)ワーキングチーム

「子 ども・子育て新 システム検討会議事務局」

【事務局長】

内閣府副大臣 (少子化対策)

【事務局長代理】

関係府省の局長クラスから事務局長が指名

【事務局次長】

関係府省の審議官クラスから事務局長が指名

【事務局員】

基本制度ワーキングチーム 幼保一体化ワーキングチーム



基本制度・幼保一体化・こども手旨針(仮称)ワーキングチームの設
(半威22 9月 16日 子 て新システム

子ども日子育て新システム検討会議作業グループ(副大臣、政務官級会合)の下に、以下の3つのワーキング
チームを設置。

子ども・子育て新システム検討会議作業グループ

幼保一体化WT 子量1損批1.勲.』I_F.

０

一

こども園 (仮称)の機能の在り
方など、幼保一体化の具体的な
仕組みを専門的に検討する

本ワーキングチームにおける検
討状況については、必要に応じ
て、「基本制度ワーキングチー
ム」に報告する

基本制度WT

子ども口子育て新システムの検討に

当たつて、子ども・子育て新システ
ムの全体像や子ども口子育て会議
(仮称)の運営の在り方等について、
関係者と意見交換等を行う

「子ども・子育て会議 (仮称)」への
移行も視野に入れて開催

「幼保一体化ワーキングチーム」及
び「こども指針 (仮称)ワーキング
チーム」における検討状況について、
必要に応じて、報告を受ける

専門的検討が必要であり、また期
間を要する「こども指針 (仮称)」に
ついて、先行して議論を開始する

本ワーキングチームにおける検

討状況については、必要に応じて、
「基本制度ワーキングチーム」に
報告する

∫
ノ




